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土地に関する最近の税制改革


























































































































































用逮 公示年圏域 (昭和)46 47 48 49 50 51 52
住宅地 東 衷 圏 19.9 15.1 35.9 35.4 △11.5 0.6 1.7
大 阪 圏名 古 屋 22.0185 14.96 30.1 31.8290△ 9.388 0.57 1.62
三大圏平均 20.3 15.0 33.7 33.9△10.4 0.6 1.8
地 方 平 均 - ll.0 28.6 43.5△ 7.5 0.9 2.1
全 国 平 均 20.3 14.8 33.3 34.7△ 8.9 0.8 1.-9
商莱也 東 衷 圏大 阪名 古 屋 8.075 7.46130 28.015_143 23.72181△10.0943 0.12 0.5
1.008
三大圏平均 7.4 6.5 24.1 22.8△ 9.9 0.1 0.7
地 方 平 均 - 5.5 19.8 28.7△ 8.9 0.2 0.8
全 国 平 均 7.4 6.4 23.7 23.6△ 9.3 0.1 0.8
坐用逮辛狗 東 衷 圏大 阪名 古 屋 16.783 13.122 34.02816 33.329965△11.495 0.43 1.34
1.9
三大圏平均 16.5 12.8 31.4 31.7△10.5 0.4 1.4
地 方 平 均 8.8 25.6 39.1△ 8.2 0.6 1,5
60 61 62 63 (平成)元年 2 3 4 5
1.730 3.026 21.534 68.61 0.4327 6.65 1 6.65△ 9.1229 △14.671
1.6 1.4 1.6 7.3 16.4 20.2 18.8△ 5.2 △ 8.6
2.0 2.7 13.7 46.6 ll.0 22.0 8.0△12.5△14.5
2.4 1.7 1.2 1.9 4.4 ll.4 13.6 2.3 △ 1.7
2.2 2.2 7.6 25.0 7.9 17.0 10.7△ 5.6△ 8.7
7,250 12.57033 48.21364 61.1372168 3.035621 4.8463224 4.18 △ 6ー919.576△19.0242372.7 19
5.8 9.2 30.1 46.6 14.1 18.6 8.1△10.3△19.2
2.6 ~2.5 2.9 5.4 7.6 15.4 16.3 0.4 △ 5.6
3.8 5.1 13.4 21.9 10.3 16.7 12.9△ 4.0△11.4
2.432 4.13 23.846 65.3198 1.8321 7.2539 7.068△ 8.4213△14.974
1.7 1.7 2.4 8.3 16.4 19.9 18.4△ 5.1△ 9.3
2.5 3.5 15.0 43.8 12.2 22.1 8.5△11.6△14.7






























































表2 長野市の最高価格による公的評価額比較 (単位 :千円/m2,%)
評価種類公示価格 年 別 評 価 額 推 移に対する原則比率 ( )内は公示価格に対する比率S.60 S.61 S.62 S.63 H,1 H.2 H.3 H.4 H.5
①公示 価 格 100 565 582 690 722 2,300 2,840 3,230 3,370 3,250
(100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) (100)
(参財産評価額 70/80 435 500 540 600 820 1,490 2,030 2,680 2,560
(77) (86) (78) (83) (36) (53) (63) (79) (79)
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区分 上 昇 率 負 担調整率














区分 評価の上昇割合 負 担調整率
































区分 評価の上昇割合 負 担調整率
小規模 7.2倍以下のもの 1.05を超え､9.6倍以下のもの 75
住 宅 9.6倍を超え､13.5倍以下のもの 1.1
用 地 13.5倍を超え､30倍以下のもの 1.15
30倍を超えるもの 1.2
一 般 3.6倍以下のもの 1.05を超え､4.8倍以下のもの 75
住 宅 4.8倍を超え､6.75倍以下のもの 1.1
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しかし､このように物納が急増した要因は､
①評価額引上げにより相続税額が増加したこと､
②公示価格が取引実勢価格の急落を反映していな
いこと､(卦財産評価額も公示価格に準拠している
ため､必ずしも取引実勢価格の急落を反映してい
ないこと､④評価水準を70%から80%に引上げた
ため､大都市部では取引実勢価格より財産評価
額が上回る逆転現象が広範な地域で起きているこ
と､などにある｡取引実勢価格の急変時には､財
産評価額の水準について弾力的な対応が必要であ
ろう｡
(3) 小規模宅地の評価について
土地の評価水準の引上げにともない､200m2以
下の小規模宅地については､平成5年から居住用
60%､事業用70%の評価軽減措置が設けられ､平
成4年に比べ軽減率がそれぞれ10ポイント引上げ
られた｡
しかし評価水準の10%引上げにより軽減率の10
%引上げが相殺され､大都市部で100坪前後の土
地を所有している場合は､その土地を売却するか
物納しない限り相続税が支払えない状態が続いて
いる｡このため､住宅を手放したり､店舗併用住
宅の居住者が廃業に追い込まれ､その土地が法人
所有に変わるケースが増えているo法人は永久存
続が前提であるのに､個人は一定期間毎に世代交
代による相続税支払が必要であり､この負担分を
考慮するならば､個人所得地については収益還元
価格を評価要素に加え､居住に必要な､又は事業
継続に必要な一定規模の土地については非課税と
するなど､思い切った対応が必要であろう｡
(4) 譲渡益課税の強化について
個人の土地譲渡益については所有期間の5年以
下又は5年超により2段階で､法人の土地譲渡益
については2年以下､2-5年､5年超の3段階
で課税が行われ､平成4年以降は両者とも5年超
の長期譲渡益について課税が強化された｡この結
果､個人が親から相続により取得した土地を個人
の事情により売却した場合や､土地投機に無縁の
地方中小企業が欠損穴埋め対策や借入金返済によ
るリストラクチュアを目的に土地を売却した場合
にも､以前に比べ税負担は重くなっている｡今回
の税制改革は増税を目的としたものでなく､土地
投機の抑制を目的としている旨の説明が再三なさ
れているが､このような政策はむしろ土地放出の
妨げとなるものである｡一部土地投機業者を対象
とする政策が多大の善良なる納税者に負担をかけ
ないように､所有期間10年超など長期間の土地保
有者については税率を引き下げるなど､期間別税
率の細分化が必要であろう｡
(5)新規取得土地負債利子損金不算入制度につ
いて
この制度は3の(5)で述べたとおり､土地を取得
した法人でその決算期間に支払利息がある場合､
土地代対応の支払利息は4年間 (または恒久的建
物等を建築し事業の用に供するまで)損金不算入
とし､以後4年間で分割上乗算入するという制度
である｡実需で土地を取得した場合でも､土地取
得後､設計図作成､建築確認申請､工事着工 ･完
成､事業に供用､までには最低1年は必要であり､
以後4年間の分割算入を強いられる0-万､投機
目的で土地を取得し､その後転売した場合には､
売却時に不算入残高全額が損金に算入されること
になっている｡取得目的が実需か投機かを外部から
判定することは困難で､このような規定となった
ことは理解できるが､不用 ･不急の土地取得の抑
制が目的であるならば､次のような措置が取られ
るべきであろう｡
①土地取得後､恒久的な建物等を事業の用に供し
た場合は､実需と判定し､それまでの不算入残
高を一括損金算入するO
②土地取得後､恒久的な建物等を建築することな
く転売した場合は､土地投機と判定し､それま
での不算入残高は以後算入を認めない｡
(かみやま ひでお 非常勤講師)
(1993.9.28受理)
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